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１. 背景・課題（都市の再生と強靱化）

我が国において人口減少と建築物の老朽化が課題となっている中で、コンパクトシティ
等の都市の再生と活性化の機運が高まっている。一方、南海トラフ地震等の巨大地震の
切迫性が指摘されている中で、地震に対する都市の強靭化が求められている。

都市の再生と強靱化を両立するには、再開発だけでなく中小建築物も含めた建築物の更
新の加速化が必要。

上部構造を中心に基準強化が図られてきた中で、近年の地震被害では下部構造や地盤に
起因する被害が顕在化しており、基礎地盤の強靭化に資する技術開発を推進しつつ、構
造規定を合理化することが重要。

出典：建築物ストック統計（平成29年8月公表）
資料：社会資本整備審議会建築分科会（平成30年1月30日開催）
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１-①（既存杭） 都市の再生に係る既存杭の課題

建築物の更新時に必ず直面する既存杭について、合理的な処理方法が確立されていないた
め、現状では多大な工期とコストが費やして処理されている。

現行基準では上部構造と下部構造をそれぞれの要求性能に応じて設計するが、基礎の損傷
が建築物の使用不可に繋がった事例も多く、上部－下部構造間の相互影響への配慮が重要

既存杭の処理により地盤が複雑な状態となるため、上部構造と下部構造を別々に設計する
ことを前提とした現状の構造規定では、更新した建築物の耐震性能の担保に懸念がある。

解体・設計・更新供用

撤去・
埋戻し

建築物の耐震性能の
担保に懸念

老朽化の進行

更新方法の選択肢が少なく
多大な工期とコスト

上部構造と下部構造は
それぞれの要求性能で設計

老朽化した建築物が狭小敷地
に建築されている場合、更新
時には既存杭を避けて杭打ち
するスペースがない。

既存杭処理後の地盤は複雑な
状態となり、建築物の性能の
担保に当たって、上部構造と
下部構造の相互の影響に十分
に配慮する必要が生じる。

建
築
基
準
法

上部構造

下部構造
（基礎）

地震力

建築物を更新する場合
、既存杭を撤去・埋戻
してから建て替えるこ
とが一般的。
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１-①（既存杭） 現状の既存杭の処理法

一般的な既存杭への対応は既存杭の撤去であるが、撤去後に原地盤が緩み、建
替えた建築物の耐震性や隣接建築物・埋設物にも影響を及ぼす可能性あり。

既存杭の残置は設計の自由度の制限に繋がり、構造的に不合理な設計を誘発。

技術が不足しているため、既存杭の性能が明らかである場合のみ再利用してお
り、既存杭の再利用は限定的な対応に留まっている。

既存杭の
処理法

① 撤去→埋戻しで基礎と建
築物を建替え
（最も多い事例）

② 残置→空きス ペースに
新たに杭を打ち建替え

③ 既存杭の再利用

イメージ

問題点

• 既存杭の撤去に伴い地盤が緩み、
耐震性能への影響が不明確

• 地盤が緩むので、隣接建築物や埋
設物にも影響を及ぼす可能性あり。

⇒ 建築物の耐震性能の担保に懸念

• 残置した既存杭の空きスペース
で、新たな建築物の柱に合わせ
た位置で杭を打つ

⇒ 設計の自由度を制限し、構造
的に不合理な設計を誘発

• 既存杭の再利用にあたり、
既存杭の必要性能のクラ
イテリア、および補強方
法が未確立

⇒ 再利用の促進を可能と
する技術が不足

杭心ずれ

既存杭の撤去＋埋戻し
↓

地盤の緩み



⇒ 生産性向上のため積極的な既存杭の活用の機運が高まっており、
新技術に適合した建築物の構造規定の構築が求められる。
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１-①（既存杭） 更新時の既存杭の処理の現状

70%減

既存杭の撤去には多大な工期と新設の4倍近いコストが発生する。

既存杭撤去の工期・コスト

（例）大規模マンション
規模：10階建て、数棟
既存杭：既製杭、

径1000mｍ、300本

工期：300～600日程度
（0.5～1本／1日で計算）

費用：約5億円
（新築杭施工費の3～4倍）

既存杭利用のコスト面のメリット

資料：一般社団法人日本建設業連合会、「既存杭利用の手引き」、
図1.5（p4）及び付録3、平成30年11月

全撤去 全数利用

新設建物に占める既存杭の割合

杭
に
関
す
る
調
査
・
設
計
・
施
工
費
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１-②（既存宅地擁壁） 古い擁壁の耐震化の課題

都市部の土地利用密度が高い地区では、
傾斜地などを切土・盛土して宅地を造成
、宅造法施行以前に造られた擁壁が存在

巨大地震の発生時には老朽化した擁壁の
被害が多く、避難や災害救助活動、宅地
の復旧、生活の再建に影響する。

しかし、技術的知見の不足から、建築物
に近接した擁壁に対する補強には限界。

建築物
撤去

耐震診断・改修の技術的知見は少なく、建築物を撤去
して擁壁を造り替える以外に方法がない状況。

地震に対する脆弱性

老朽化した既存宅地擁壁が巨大地震
時に被災すれば、災害時の救助活動
に影響し、復旧に長時間を要するた
め、生活の再建に影響を及ぼす。

古い既存宅地の脆弱性（東日本大震災での被害発生件数）

宅造法の改正
＜技術基準の強化＞

宅地防災マニュアル第一次改訂
＜宅地の耐震に関する記述の充実＞

宅地造成等規制法＜宅地造成に関する規制の実施＞
都市計画法

・古い擁壁で多くの被害発生
・全体の約3/4を占める

資料：東日本大震災の宅地滑動崩落被害を踏まえた現行の宅地造成基準の検証結果に
ついて（平成26年3月公表）

解体・設計・更新供用

宅
地
造
成
等
規
制
法

（
耐
震
改
修
促
進
法
）

基準に適合した
擁壁への造替え

建築物を
新築
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１-②（既存宅地擁壁） 被害を受けた擁壁の現状

2016年熊本地震で甚大な被害が生じた益城町では、宅地の復旧
に2年以上を費やしており、地域の活力の低下に繋がっている

都市の強靱化、災害時の円滑な救助や復旧に要するコスト低減の
ため、老朽化した既存宅地擁壁の耐震診断方法の整備と補強によ
る事前対策の促進が重要

盛土擁壁の耐震化熊本地震での宅地復旧の状況

建築物への影響を考慮した擁壁の耐震診断手法の
整備と現実的な耐震補強法の技術開発が必要

• 大規模盛土造成地滑動崩落防止事業
H28.4～ 地震発生
H29.4～ 地質調査・被害要因分析

補強手法の検討
H30.4～ 補強手法の検討・設計
H31.4～ 着工（R2.3まで）

• 近接した建築物を有する被害擁壁に
対する補強方針の決定が難航

（1宅地に数千万円のコスト）

• 地震発生以降現在までに、
人口は1,500人、500世帯減

（35,000人、13,500世帯より）

事前
対策

2016年熊本地震での
建物が近接した擁壁の地震被害

老朽化擁壁に対する
耐震診断・補強

出典：日経ホームビルダー（2017年3月号）
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１-③（構造計算手法） 建築の構造計算の現状
近年の設計のニーズとして、重要な建築物に対する地震後の継続使用性の確保が
挙げられ、基礎地盤の強靭化も求められている。

また、建築物の高さ等により適用が異なる構造計算方法について、技術的検討を
踏まえた合理化が求められている。

都市の更新と強靭化の促進のためには、基礎地盤に係る新技術への対応を含めた
建築物の構造規定の合理化が必要。

杭の損傷により継続使用できなくなった
建築物の事例（東日本大震災）

現行の構造計算のフロー

上部構造が無損傷で
あっても杭の損傷に
より建築物全体が傾
斜すると、建て替え
等による生活への影
響や経済的な負担が
大きい…朝日新聞朝刊１面（2016年1月27日）

二
次
設
計

高さ＞60m31m＜高さ≦60m高さ≦31m

限
界
耐
力
計
算

時
刻
歴
応
答
解
析

許容応力度
等計算

保有水平耐
力計算

構造計算適合性判定

一
次
設
計

層間変形角の確認

剛性率・偏心率
の確認

保有水平耐力
の確認

大臣認定

建築主事等による審査（確認検査）

許容応力度
計算

許容応力度計算

※中低層等の建築物の例： RC造 高さ≦20m
鉄骨造 階数≦3、高さ≦13m及び軒高≦9m

中低層等の建築物（※）

接合部の破断防止の確認
壁量・柱量の確保 等
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２. 研究開発の目的

② 既存宅地擁壁の耐震診断および耐震補強手法の構築

① 既存杭を含む敷地の安全かつ合理的な利用法の開発

③ 基礎地盤の新技術への対応を含めた合理的な構造規定の構築

我が国におけるコンパクトシティ等の都市の再生の実現には、地震
に対して強靱な都市を円滑に構築できる基盤の技術が不可欠。
よって、建築物の更新時に支障となる従前建築物の杭の有効活用や
既存宅地擁壁の耐震化を促進する新技術基準を開発すると共に、近
年の設計における多様なニーズを満足させて建築物を円滑に更新で
きるように構造規定の合理化を図ることにより、都市の再生と強靱
化およびその設計・施工に係る生産性向上に繋げる。
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３. 研究開発の必要性・緊急性等

○ 国内の建築物の多くは築30年以上を経過しており、所有者による建替
えの検討例も増えている。コンパクトシティなど都市の更新の機運が高
まる中、多様なニーズに対応しつつ建築物の更新を促進し、迅速な都市
の強靭化を図るためには、既存杭に係る課題に対応した合理的な建築物
の構造規定が必要。

緊急性・ニーズ

国総研が実施する必要性

○ 建築物と地盤に係る構造物は建築主事・地方公共団体等（アンパイア）
による審査・許可を受け、民間（プレーヤー）が設計・施工を行うため
、ルール作りに関する技術開発と技術基準の原案作成は国総研の役割。

○ 被害地震における既存宅地擁壁の被害は、避難路の封鎖等、地震直後の
救助活動に支障を与えるものであり、住宅密集地等にも適用できる既存
宅地擁壁の耐震化技術の拡大は都市の迅速な復旧が求められる国土強靭
化に当たって解決すべき喫緊の課題。
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４. 研究開発課題

① 既存杭を含む敷地の安全かつ合理的な利用法の開発

既存杭補強による再利用
・鋼管による補強
・地盤改良との併用

⇒実証実験等による確認

(1) 杭の残置時および撤去後の敷地地盤の性能評価法の開発

• 実証による杭の撤去時の周辺地盤・建築物への影響評価

• 動的振動実験および解析等による既存杭や埋戻し部を含む
複合地盤の抵抗性能の評価

⇒更新する建築物の下部構造の性能評価法と評価例を提示

(2)補強等の併用による既存杭の利用形態拡大技術の開発

• 既存杭の再利用における要求性能を整備

• 既往研究による鋼管の増設や地盤改良を適用した既存杭の
補強メニューの整備と要求性能の考え方を提示

• 動的振動実験等による要求性能の妥当性の検証

⇒既存杭を利用した更新建築物の性能評価法と評価例を提示

既存杭を含む地盤の合理的な利用の促進

埋戻し部や既存杭を含む
地盤抵抗の評価
⇒実証実験等による確認

既存杭 埋戻し部

荷重

杭撤去に伴う
地盤変位の実測

荷重
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４. 研究開発課題

(1) 地震後の状態を評価できる宅地擁壁の耐震診断手法の構築

• 石積み・練積み等、古い宅地擁壁の残存耐震性能を評価する
ための簡易な調査方法の整備

• 振動実験に基づく古い宅地擁壁と建築物の地震時の被害予測

• 簡易な調査に基づく古い宅地擁壁の耐震診断手法の構築

⇒所有者とアドバイザー向けの耐震診断法と評価例を提示

(2) 建築物への影響に配慮した既存宅地擁壁の補強技術の開発

• 鉄筋打込み等、建築物が近接している場合にも利用できる宅
地擁壁への簡易な耐震補強法の検討、振動実験に基づく実証

• 要求性能の考え方と代表的な工法に対する具体の明示

⇒専業者向けの耐震補強法と評価例を提示 合理的な
補強方法

•鉄筋打込み
•地盤改良
⇒実証実験等による確認

簡易
地盤調査

② 既存宅地擁壁の耐震診断および耐震補強手法の構築

既存宅地擁壁の柔軟な事前対策の促進

非破壊
検査

地震による
被害の予測
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４. 研究開発課題

(1) 基礎地盤に係る新たな技術に対応した構造計算手法の構築
（①と②の成果を活用）

• 上部構造との一体評価による合理的な構造計算手法を構築

• 残置杭や埋戻し部の適切な考慮、もしくは既存杭を再利用す
る新技術を適用した設計例を提示

• 建築物への影響を考慮した補強擁壁の設計例を提示

⇒複雑な地盤条件に対応した建築物の構造計算手法を提示

(2) 多様なニーズを満たす合理的な構造規定の整備

• 地震後の建築物の状態を高精度に評価できる計算手法を整備

• 基礎の設計に影響する建築物規模に応じた構造計算ルートの
合理化等、現状のニーズへの対応

⇒多様なニーズを満たす合理的な構造規定を整備

都市の再生と強靭化を促進

③ 基礎地盤の新技術への対応を含めた合理的な構造規定の構築

上部
構造

下部
構造

建築物

擁壁

浮上り

人工地盤
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５. 研究開発の体制

ｈ

国土技術政策総合研究所
実施主体：建築研究部、都市研究部
連携：道路構造物研究部、土砂災害研究部

国土交通省
住宅局、都市局

連携(制度への反映)

技術的意見、助言

○学系（建築・土木）

技術開発検討委員会

○ゼネコン、設計事務所、ハウスメーカー

連
携(

デ
ー
タ
の
提
供
等)

建築基礎地盤
研究推進協議会
会員：ゼネコン、設計事務
所、杭メーカ、鉄鋼メーカ
、コンサルタント会社、地
盤調査会社、地盤改良業
者、確認検査機関、学識
経験者（建築・土木）

建築研究開発
コンソーシアム

建築研究所

地方公共団体

土木研究所
連
携(

実
験
等
の
実
施)



14

６. スケジュール

検討内容 R2 R3 R4 R5
①既存杭(1)
敷地地盤評価

既存杭引抜き・埋戻し
による周辺への影響評
価 （30）

既存杭等を含む複合
地盤の抵抗力評価
（10）

複合地盤の性能評価
法（案）の構築・公表
（10）

敷地地盤の
評価例の作成
（10）

①既存杭(2)
補強技術開発

既存杭の再利用にお
ける要求性能の整備
（10）

補強メニューの整備と
要求性能の提示
（20）

既存杭を利用した建築
物の性能評価法の検
討（20）

補強法の性能
評価法と評価
例の作成（10）

②既存宅地擁壁(1)
耐震診断技術

簡易な調査方法の整
備 （20）

古い宅地擁壁と建築
物の地震時挙動の評
価 （30）

簡易な調査に基づく耐
震診断法（案）の構築・
公表 （10） 耐震診断・補強

に対する評価例
の作成
（10）②既存宅地擁壁(2)

耐震補強技術

補強メニューの整備と
要求性能の提示
（10）

耐震補強法の実証お
よび建築物の設計法を
踏まえた整理 （30）

③構造規定(1)
構造計算手法

上部・下部構造の一体
評価の設計指標の整
理 （10）

上部・下部構造の一
体評価の設計指標
の妥当性検証（20）

下部構造の新技術に
対する構造計算手法
の構築（20） 技術基準原案

の作成
（30）③構造規定(2)

構造規定の整備

地震後の建築物の状
態評価に対する高精
度化の検討（10）

地震後の建築物の状
態評価に対する高精
度化の実証（10）

建築物の規模に対す
る対応の検討（10）

予算（百万円） 80 １００ １００ ６０
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7. 研究開発の成果・施策への反映と効果

○ 既存杭に係る課題にも対応した、建築物更新のための性能規定
型の技術基準の原案作成

○ 既設建築物に配慮した、既存宅地擁壁の耐震改修を促進するた
めの技術基準の原案作成

○ 迅速かつ合理的に都市の再生と強靭化を実現

○ 現実的な耐震補強技術の明示により、民地の耐震化を促進

○ 既存杭の適切な利活用基準の明示により、建築物更新時の設計
・施工に係る生産性の向上にも貢献

社会に与える効果 (アウトカム)

成果 (アウトプット)



16

平成30年12月閣議決定「国土強靱化基本計画」
• 住宅・建築物等の耐震化の目標が着実に達成されるよう、建築物の耐震改修を進める。
• 防災拠点、学校施設等については、耐震対策、老朽化対策等を進める。
• 大規模地震における盛土造成地の活動崩落を防ぐため、耐震化を推進するなど、宅地の安全性の事前対策を進める。
• 点検・診断技術、補修・補強技術等の新築・更新時の長寿命化技術など、新技術の開発・普及を推進する。

令和元年6月閣議決定「経済財政運営と改革の基本方針2019」
• 国民の生命と財産を守るため、防災拠点等となる公共施設等の耐震化など防災・避難所機能強化、新技術を活用等に
より、地域の災害対応力の向上を図る。

• 国土強靱化基本計画に基づき、必要な予算を確保し、オールジャパンで対策を進め、国家百年の大計として、災害に屈
しない国土づくりを進める。

• 地域計画の策定・実施支援、国土強靱化に資する事業継続や社会貢献に取り組む企業等認証制度の周知・普及、企
業の生産力の強靱化など、地方自治体や民間の取組の促進を図る。安全なまちづくりに向け、住宅・建築物の耐震化
や地盤の強化を進める。

平成30年6月閣議決定「未来投資戦略2018」
• 急速に進展しているインフラの老朽化に対応し、安全・安心と生産性向上を支えるインフラを適切に管理して良好な資
産として次世代に引き継ぐため、新技術の開発・導入により、インフラメンテナンスの生産性向上とコスト効率化を大幅
に進める。

平成29年3月国土交通省策定「第４期国土交通省技術基本計画」
• 首都直下地震や南海トラフ地震等、その発生の切迫性が指摘されている巨大地震等に対して、住宅、建築物などの耐
震化により被害軽減を図るため、住宅・建築物の構造性能評価技術の開発等を行う。

• 低炭素社会の構築を進めるため、住宅・建築・都市分野における資源・エネルギーの効率的利用のための技術開発等
を実施する。

【参考】建築・都市分野の国の方針等
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【参考】国内の建築物の築年と所有者の方針

国内の非住宅建築物の約半数は築30年
以上を経過。

資料：建築物ストック統計（平成29年8月公表）

資料：社会資本整備審議会建築分科会（平成30年1月30日開催）、資
料３（20ページ）

今後のビルの方針（築年別）

資料：ザイマックス不動産総合研究所「ビルオーナーの実態調査」、図表13
、2015年11月26日

・調査時期 2015年7月～10月
・調査対象エリア 都心７区（千代田、港、中央、渋谷、新宿、品川、豊島）
・対象床面積 不明
・有効回答者数 298事業者 （回答率 8.9%）

築年数が30年を超えると、ビル所有者は
建替えを検討。

築30年以上


